
○軽井沢町立図書館雑誌カバー広告掲載要領 

平成 30年３月 16日教育委員会告示第２号 

軽井沢町立図書館雑誌カバー広告掲載要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、軽井沢町広告掲載要綱（平成 18年軽井沢町告示第 74号）の規定

を準用し、軽井沢町立図書館が購入する雑誌（以下「雑誌」という。）のカバーに広

告を掲載することについて必要な事項を定めるものとする。 

（広告の掲載方法） 

第２条 広告は、雑誌の最新号のカバー（以下「雑誌カバー」という。）に掲載するも

のとする。 

（雑誌の種類及び配架位置） 

第３条 広告が掲載されたカバーを付ける雑誌の種類及び配架位置は、軽井沢町教育委

員会（以下「教育委員会」という。）が別に定める。 

（雑誌広告の規格等） 

第４条 雑誌カバーに掲載する広告（以下「雑誌広告」という。）の規格、掲載位置に

ついては、教育委員会が別に定める。 

（雑誌広告の掲載期間） 

第５条 雑誌広告の掲載期間は、第９条第１項に規定する広告掲載料を納付した日の属

する月の翌月から当該年度の３月までの間とする。 

（雑誌広告の掲載申請等） 

第６条 雑誌広告を掲載しようとする者（以下「申請者」という。）は、軽井沢町立図

書館雑誌カバー広告掲載申請書（様式第１号）に広告の原稿を添えて、掲載しようと

する日の属する月の１月前までに教育委員会に申請しなければならない。 

２ 前項の申請は、１申請者につき１雑誌カバーまでとする。ただし、教育委員会は、

募集した雑誌カバー数に申請数が満たないときは、１申請者に複数の雑誌カバーへの

申請を認めるものとする。 

（雑誌広告の優先順位） 

第７条 教育委員会は、次条の規定により雑誌広告の掲載が適当とされたものの数が募

集した雑誌カバー数を超えているときは、地域性及び公共性の高い内容の広告並びに

申請者を優先するものとする。 

２ 前項の規定によっても決定することができないときは、申請順によるものとする。 

（雑誌広告の審査及び決定） 

第８条 教育委員会は、第６条第１項に規定する申請書が提出されたときは、雑誌広告

の内容を審査して、当該雑誌広告の掲載の可否を決定し、その結果を申請者に対し軽

井沢町立図書館雑誌カバー広告掲載決定通知書（様式第２号）により通知するものと

する。 

（広告掲載料） 

第９条 雑誌広告の掲載料金（以下「広告掲載料」という。）は、別表のとおりとし、

前条の規定により雑誌広告の掲載の許可を受けた者（以下「広告主」という。）は、

当該広告掲載料を教育委員会が指定する期日までに納付しなければならない。 
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２ 教育委員会は、既納の広告掲載料は、還付しない。 

（雑誌広告の作成） 

第 10 条 広告主は、自己の負担により雑誌広告を作成するものとする。 

（掲載の許可の取消） 

第 11 条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、第８条に規定する許可

を取り消すことができる。この場合において、広告主が生じた損害に対して、教育委

員会はその責任を負わない。 

(１) 第９条第１項に規定する期日までに広告掲載料の納付がないとき。 

(２) 広告主が書面により雑誌広告の掲載の辞退を申し出たとき。 

(３) その他教育委員会が雑誌広告を掲載することが適当でないと判断したとき。 

（雑誌の休刊又は廃刊） 

第 12 条 教育委員会は、雑誌広告を付けた雑誌が休刊又は廃刊した場合は、広告主と協

議の上、他の雑誌に雑誌広告を振り替えることができるものとする。 

（雑誌の閲覧の中止） 

第 13 条 教育委員会は、雑誌広告を付けた雑誌が破損し、汚損し、又はその他の理由に

より使用できないと認めたときは、当該雑誌の閲覧を中止することができる。この場

合において、広告主が生じた損害に対して、教育委員会はその責任を負わない。 

（広告主の責務） 

第 14 条 広告主は、雑誌広告の内容に関する全ての事項について一切の責任を負うもの

とし、第三者の権利の侵害、財産権の不適正な処理、第三者に不利益を与える行為そ

の他の不正な行為を行ってはならない。 

（委任） 

第 15 条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

附 則 

この要領は、平成 30年４月１日から施行する。 

別表（第９条関係） 

雑誌広告の掲載月 広告掲載料（消費税相当額を含む。） 

８月 １雑誌カバー１月につき 1,200円 

８月以外の月 １雑誌カバー１月につき  800円 

 

（備考）雑誌広告の掲載期間が１月未満であるときは１月として、その期間に１月未満の端

数があるときは当該端数を１月として計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第１号（第６条関係） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第２号（第８条関係） 

 

 

 


